
令和4年度
杉並区財務書類の概要

杉並区では、財政の透明性を高め、区民に対する説明責任をより適切

に果たすとともに、財政運営の適正化・持続可能性を実現するため、地

方公会計制度に基づく「財務書類」を作成しています。この財務書類は、

発生主義・複式簿記の方式を採用したもので、現金主義・単式簿記の方

式による歳入歳出決算を補完するものとして、減価償却費などのコスト

情報や、資産・負債のストック情報を含めた、区の財政状況が把握でき

るものとなっています。

区ではこれまでも、財務書類を区公式ＨＰで公表してまいりましたが、

区民へその内容をよりわかりやすくお示しするため、財務書類の仕組み

や、当該年度の数値の分析、さらに経年変化や他自治体との比較等につ

いての資料を作成いたしました。



100万円

30万円

購入前 購入後

現金

現金

100万円

購入前 購入後

資産
(ピアノ)
70万円

現金
30万円

現金

地方公会計制度に基づく財務書類は、発生主義・複式簿記を採用したもので、

従来の現金主義・単式簿記の地方自治体の会計では見えにくい減価償却費など

のコスト情報、資産・負債のストック情報が把握できます。   

    

単式簿記と複式簿記の違い

70万円のピアノを購入した場合

【 単式簿記 】 【 複式簿記 】
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杉並区財務書類の概要

地方公会計制度に基づく財務書類について

複式簿記・発生主義会計による

地方公会計制度導入のメリット

● 見えにくいコスト情報の把握

● 住民に対する財政運営に関する説明責任の充実

● 施設の建替や長寿命化などの施設マネジメント等への活用

● 資産・負債のストック情報の把握

公共施設の土地・建物等の固定資産や、地方債など複数年にまたがって償還

していく負債の残高情報が把握できる。

公共施設の減価償却費など、見えにくかったコスト情報が把握できる。

ピアノという資産の増加も記録現金の収支のみ



純行政コスト
費用と収益

の差額

収益
使用料・手数料
などサービス提
供に対する収入

費用
人件費や物件費
などの資産形成
に結びつかない
行政サービスに

かかる費用

行政コスト計算書

財務活動収支

本年度末資金残高

業務活動収支

前年度からの繰越金

投資活動収支
地方債の発行・
償還など

施設整備、基金積
立・取崩等の収支

経常的な
サービスの収支

資金収支計算書

本年度末純資産残高

固定資産等の変動

財源

純行政コスト

前年度末純資産残高

純資産変動計算書

税収や国・都から
の補助金等

負債
将来世代の負債

純資産
これまでの世代

の負担

資産
将来にわたって
行政サービスを
提供するための

資産

貸借対照表

現金預金

財務書類には以下の４種類の表があります。

・「貸借対照表」

・「行政コスト計算書」

・「純資産変動計算書」

・「資金収支計算書」

杉並区財務書類の概要

財務４表の概要

財務４表はそれぞれの動きをとらえながら、

密接に繋がっています。
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杉並区財務書類の概要

財務書類の対象となる会計・団体

財務4表は、一般会計を主とする「一般会計等」、保険事業などの特別会
計を加えた「全体会計」、杉並区の関連団体を加えた「連結会計」を作成し
ています。

「連結会計」では関連団体を含めた資産・負債の状況、行政サービス提供
に要したコストや資金収支の状況を明らかにすることができます。

連結対象団体
杉並区土地開発公社

(公財)杉並区スポーツ振興財団

(公財)杉並区障害者雇用支援事業団

(公社)杉並区成年後見センター

下井草駅整備(株)

(一財)杉並区交流協会

(一財)東京広域勤労者サービスセンター※

特別区人事・厚生事務組合※

東京二十三区清掃一部事務組合※

東京都後期高齢者医療広域連合※

特別区競馬組合※

連結会計

特別会計
国民健康保険事業会計

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

全体会計

一般会計
(歳入歳出外現金を含む） 一般会計等

＊次ページ以降については一般会計等のデータで解説しています。
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特別会計とは、

法令等に基づき

特定の事業について

収支を区分するため

に設けられている

会計です。

※の団体については、

出資割合等に応じて

合算しています(比例連結)。

その他の

会計・団体は

すべて合算しています

(全部連結)。



＊原則として表示単位未満は四捨五入していますが、端数調整の都合上これによらないものもあります。

資産合計　　　　　  7,852億円 負債及び純資産合計  7,852億円

固定資産　　　　　  7,097億円 固定負債　　　　　　  581億円

純資産　　　　　　  7,189億円

流動資産　　　　　　  755億円

流動負債　　　　　　　 82億円

事業用資産

4,407億円

56%

インフラ資産

2,351億円

30%

流動資産

755億円

10%

その他の固定資産

339億円

4%

資産の内訳

7,852
億円

資産のうち、庁舎・学校などを含む事業用
資産と道路・公園などを含むインフラ資産
が86％を占めています。

行政サービスを提供するために
保有する資産、
1年を超えて現金化される資産など

1年以内に現金化しうる資産

1年を超えて返済時期が
到来する負債

1年以内に返済すべき負債

資産と負債の差額であり、
現在までの世代が負担してきた金額

貸借対照表は、年度末時点で「どれだけ資産を保有し、債務を負っているか」
という財政状態を示しています。

※退職手当引当金は在職する

全ての職員が当該年度末に退

職すると仮定した場合に必要

となる見積額。

(令和5年3月31日現在)
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令和４年度杉並区財務４表（一般会計等）

貸借対照表

資産総額７,８５２億円に対し、負債総額６６3億円

地方債

353億円

53%

退職手当

引当金

205億円

31%

その他

105億円

16%

663
億円

負債の内訳

資産は
負債の

約１２倍

※



360億円 358億円 356億円 353億円
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R1 R2 R3 R4

億円
地方債

(１年内償還予定地方債含む)

612億円 594億円

699億円

847億円
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200

400

600

800

1,000

R1 R2 R3 R4

億円 基金

杉並区はどんな資産を持っているの？

区の資産は
土地・建物が8割を占める

杉並区の貯金(基金)はいくらあるの？

借金(地方債)はどのくらいあるの？

地方債は減

土地や建物などの固定資産が多いのは、
自治体の大きな特徴です。
杉並区は、土地が資産の約7割を占めて
います。

※金融資産：現金預金、基金、貸付金など
土地

68%
建物

14%

金融資産

14%

その他有形固定

資産等

4%

資産の主な種類

基金は847億円 地方債は353億円

※

令和４年度杉並区財務４表（一般会計等）

貸借対照表
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基金は増

令和２年度にコロナ禍による財政調整

基金の取り崩しなどにより減少しまし

たが、令和元年度から令和4年度まで

に235億円増えています。

地方債の発行額よりも償還額が上回って

おり、地方債残高は少しずつ減少してい

ます。令和元年度から令和4年度までに

7億円減少しています。



7,430億円 7,516億円 7,686億円
7,852億円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

R1 R2 R3 R4

億円
資産の推移

事業用資産 インフラ資産 その他の固定資産 流動資産

718億円
687億円 690億円 663億円

0

200

400

600

800

R1 R2 R3 R4

億円
負債の推移

地方債(1年内償還予定地方債含む) その他

総資産額は令和元年度から

令和4年度までに422億円

増加しています。

建物等の償却対象となる資

産は減価償却によって少し

ずつ価値が減少しますが、

新築等で取得した資産が上

回っているため、資産は増

加しています。

総負債額は令和元年度から

令和4年度までに55億円減

少しています。

地方債残高も令和元年度か

ら令和4年度までに減少し

ています。

阿佐谷地域区民センター 2022.4オープン コミュニティふらっと永福 2021.4オープン

近年取得した杉並区の施設

令和４年度杉並区財務４表（一般会計等）

貸借対照表
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収益

5%
財源

95%

使用料及び手数料

2%

その他

3%

税収等

64%

国都等補助金

31%

◎物件費等の主な内容

予防接種、資源の回収の委託料など

◎社会保障給付の主な内容

私立認可保育所の運営費、生活保護費など

◎税収等の主な内容

特別区税(住民税)、特別区財政交付金など

◎国都等補助金の主な内容

生活保護費や住民税非課税世帯等臨時特別

給付金等の財源とするための補助金など

①収益・④財源の内訳

業務

費用

50%

移転

費用

50%

物件費等

30%

人件費

18%

その他の

業務費用

2%

社会保

障給付

32%

他会計への繰出金

9%

補助金等

9%

②費用の内訳

行政コスト計算書は１年間の収益と費用、純資産変動計算書は純行政コ
スト（収益と費用の差額）を財源（税や国・都からの補助金等）でどう
まかなっているかを示しています。

①
収益

96 億円
（経常収益・臨時利益）

②
費用

1,983 億円
（経常費用・臨時損失）

③
純行政コスト

1,887 億円
（②-①）

④

財源 2,076 億円

税収等 1,394 億円

国都等補助金 682 億円

⑤
本年度差額

189 億円
（④-③）

収入の大部分を財源(税収、国や都から
の補助金等)が占めています。

費用は業務費用(委託料や消耗品購入など)と
移転費用(各種給付金など)に分けられます。

令和４年度杉並区財務４表（一般会計等）

行政コスト計算書・純資産変動計算書

純行政コストは

「費用-収益」でかかった

コストを示します。

税収等の財源で

まかなったあとの

差引額が

本年度差額です。
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歳入歳出決算の「歳入」「歳出」と
財務書類の「収益・財源」「費用」について

歳入歳出決算の「歳入」「歳出」と、財務書類（行政コスト計算書・純資産変動計

算書）の「収益・財源」「費用」では、算出方法にたとえば以下のような違いがあ

ります。

これは、資産（負債）の増減に係る支出（収入）は費用（収益）には含まれず、資

産（負債）として貸借対照表に計上されること、現金支出を伴わないコストである

減価償却費などは費用に含まれること等によります。

こうしたことから、歳入歳出決算額と行政コスト計算書・純資産変動計算書とでは、

その額に以下のような違いがあります。

このような違いがあるため、区の財政状況を分析・評価

する際には、歳入歳出決算書と行政コスト計算書・純資

産変動計算書それぞれの特色を理解することが必要にな

ります。

資産・負債の増減

基金取崩収入
地方債発行

収入

「歳入」に含まれる 〇 〇

「収益・財源」に含まれる × ×

資産・負債の増減 現金支出を伴わないコスト

土地・建物等
の資産取得費

基金積立の
支出額

地方債償還の
支出額

減価償却費
退職手当等

引当金繰入額

「歳出」に含まれる 〇 〇 〇 × ×

「費用」に含まれる × × × 〇 〇

歳入歳出決算書
財務書類

（行政コスト計算書・純資産変動計算書）

歳入 2,361億円 収益・財源 2,172億円

歳出 2,232億円 費用 1,983億円

差額 129億円 差額 189億円
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令和４年度杉並区財務４表（一般会計等）

行政コスト計算書・純資産変動計算書



1,875億円

2,494億円

2,181億円 2,172億円

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

R1 R2 R3 R4

億円

収益・財源の推移

税収等 国都等補助金 使用料及び手数料 その他

1,735億円

2,383億円

2,016億円 1,983億円

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

R1 R2 R3 R4

億円

費用の推移

業務費用 移転費用

令和2年度は、特別定

額給付金の財源として、

国から補助金を受け

取っています。

令和2年度は1人当たり

10万円を支給する特別

定額給付金があり、移

転費用が大きく動いて

います。

収益

96億円

財源

2,076億円

費用

1,983億円
差額

189億円

収益・財源

費用

収益

98億円

財源

2,083億円

費用

2,016億円
差額

165億円

収益・財源

費用

令和４年度杉並区財務４表（一般会計等）

行政コスト計算書・純資産変動計算書

9

令和３年度

令和４年度



業務活動
行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入・支出されるものです。

業務活動の収支は、投資活動や財務活動に資金を回す余力があるかを示すもの

でもあります。

収入…税収、補助金収入(業務)、公共施設の利用料や各種証明書等の発行など

に係る受益者負担の額等

支出…児童手当や医療給付、委託料、光熱水費、人件費、補助金等

投資活動
資産形成や基金・貸付金等に係る収入・支出などです。

収入…補助金収入(公共施設等の整備)、基金の取崩等

支出…公共施設やインフラの整備等、基金の積立等

財務活動
地方債の借入（収入）や返済（支出）などです。

収入…地方債の発行等

支出…地方債の償還等

収入 支出 収支

業務活動 2,161億円 1,922億円 239億円

投資活動 42億円 282億円 △240億円

財務活動 22億円 28億円 △6億円

本年度資金収支 △7億円

前年度からの繰越 136億円

年度末の資金残高 129億円

資金収支計算書は、１年間における現金の収支を性質の異なる３つの活動に分
けて示しています。
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令和４年度杉並区財務４表（一般会計等）

資金収支計算書



地方債償還支出

25億円

その他

3億円

支出
28億円

地方債発行収入

22億円

収入
22億円

基金積立金

支出

183億円

公共施設等

整備費支出

97億円

その他

2億円

支出
282億円

基金取崩収入

34億円

国都等補助金

収入

7億円

その他

1億円

収入

42億円

社会保障給付

支出

637億円

物件費等支出

521億円

人件費支出

380億円

他会計への

繰出支出

175億円

補助金等

支出

172億円

その他

37億円

支出
1,922
億円

令和4年度の収入で、行政サービスの提供に必要な金額がまかなえています。

公共施設の整備や基金への積み立てを積極的に行っています。

借入額より返済額が上回っており、区債の残高が減っています。

税収等収入

1,392億円

国都等補助金

収入

674億円

使用料及び

手数料収入

39億円

その他

56億円

収入
2,161
億円
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業務活動

投資活動

財務活動

令和４年度杉並区財務４表（一般会計等）

資金収支計算書



下記データは、令和3年度に統一的な基準による財務書類が公表されている16区です。
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財務指標

他区との比較（令和3年度決算）

住民一人当たり資産額

資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの資産額とするこ

とにより、住民にとって理解しやすい情報になるとともに、他団体と

の比較が容易になります。

住民一人当たり負債額

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの負債額とするこ

とにより、住民にとって理解しやすい情報になるとともに、他団体と

の比較が容易になります。
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住民一人当たり純資産額

純資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの純資産額とす

ることにより、住民にとって理解しやすい情報になるとともに、他団

体との比較が容易になります。

純資産比率

純資産に対する資産の比率は、保有している有形固定資産等がどの世

代の負担により行われたかを示しています。この数値が高いことは、

将来世代の負担がより少ないことを示します。

下記データは、令和3年度に統一的な基準による財務書類が公表されている16区です。
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下記データは、令和3年度に統一的な基準による財務書類が公表されている16区です。

有形固定資産減価償却率（事業用資産）

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額

の割合を算出することにより、会計上の耐用年数に対して資産の取得

からどの程度経過しているのかを全体として把握することができます。

受益者負担の割合

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに

係る受益者負担の金額を表すため、これを経常費用と比較することに

より、行政サービス提供に対する直接的な負担の割合を算出すること

ができます。
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